
４．総務部 

（１）品位保持、執務のための指導および連絡 

   ①一般からの日常業務行為に対する問合せなどに、その都度対応 

②非調査士実態調査実施への対応 

 

（２）会員への情報提供の迅速化 

 ①会員通知の配信、連合会情報等をＨＰに随時掲載し会員へ案内 

②会議議事録のホームページへの掲載 

③会員の変更情報等をその都度メールにて案内 

 

（３）会則、諸規則変更に伴う検討及び起案 

 ①職員退職金規程改正の検討 

 

（４）会員資料等の整備 

 ①平成２９年度版会員名簿を１０月１日付けで発行 

 

（５）会館の保守管理と営繕 

   ①定期の会館清掃を実施 

   ②２階・３階事務室の蛍光灯をＬＥＤに交換 

   ③会館内外の排水管高圧水洗浄 

④平成３０年度大規模修繕に向けた検討 

 

（６）その他総務部として所管すべき事項 

   ①法司調意見交換会への対応 

   ②司調情報交換会への対応 

③避難器具を使用した会館の避難訓練を、公嘱協会と合同で実施 

   ④保管期限の過ぎた文書の廃棄を実施 

   

 

５．財務部 

 （１）財政の健全化と管理体制の充実 

   ①中長期的な財政計画の検討 

     一般会計及び会館維持管理特別会計のシミュレーション作成等に 

     よる継続的な対応策の検討 

   ②予算執行の適正管理 

     毎月の会計処理のチェックによる入力ミス等の早期発見の実施 

 

（２）福利厚生事業の実施 

   ①第４回岩手県土地家屋調査士会会長杯親睦釣り大会の開催 

     平成２９年７月１５日（土）大船渡市三陸町越喜来沖 



      参加者１８名（調査士、家族、補助者含む） 

      優勝者 一関支部 小山 正会員、同補助者 佐藤 猛さん 

               

   ②第１５回岩手県土地家屋調査士会会長杯親睦ゴルフ大会の開催 

     平成２９年１０月１４日（土）一関カントリークラブ 

      参加者１８名（調査士、補助者含む） 

      優勝者 盛岡支部 田頭正之 会員 

    

（３）業務関連図書の紹介、斡旋 

    平成２９年４月２７日付 Ｈ２９－１８号   

      民事月報の実費頒布について 

    平成３０年２月 ９日付 Ｈ２９－１０９号   

      実務参考図書『登記小六法平成３０年版』の推薦について 

 

 

６．業務部 

 （１）業務に関する調査研究 

   ①表示登記研究会を開催 

    ・第１回表示登記研究会 

     平成２９年６月２６日 盛岡地方法務局 ３階共用会議室 

 

（２）調査士業務に関する指導、連絡、相談 

①会員等からの問合せに随時対応 

   ②法務局との連絡、相談、打合せに随時対応 

 

（３）日調連事業に伴う連動事業の推進 

①土地家屋調査士特別研修の会員への周知及び案内  

   ②連合会主催「調査士カルテＭａｐ説明会」へ参加 

 

 

７．研修部 

（１）定例研修会の開催 

①第１回 会員研修会 

平成２９年８月３０日（水） 盛岡市「ホテルルイズ」  

出席者：本会会員１３５名／他会会員３名 合計１３８名 

内 容：講義Ⅰ「筆界講座Ⅰ 土地制度と歴史的背景」 

講師 業務研修部 佐藤保 

     講義Ⅱ「法定相続情報証明制度について」 

講師 盛岡地方法務局登記部門 統括登記官 佐藤文博 氏 

 



         講義Ⅲ「倫理、懲戒事例について」  

講師 岩手会 会長 菊池直喜 

     講義Ⅳ「成年後見制度について」 

講師 岩手県司法書士会 副会長 野里壽史 氏 

    

②第２回 会員研修会   

平成２９年１２月１５日（金） 盛岡市「アイーナ」 

出席者：本会会員１２６名／他会会員１名 合計１２７名 

内 容：講義Ⅰ「筆界講座Ⅱ 筆界特定における調査技法」 

講師 業務研修部 佐々木敦之 

     講義Ⅱ「弁護士よもやま話」  

講師 弁護士 小笠原基也 氏 

     講義Ⅲ「日調連会長講話」 

講師 連合会会長 岡田潤一郎 氏 

 

③第３回 会員研修会 

平成３０年３月２日（金） 盛岡市「ホテルルイズ」 

出席者：本会会員１０８名／他会会員２名 合計１１０名 

内 容：講義「調査士カルテＭａｐと個人情報保護について」 

講師 連合会常任理事 三田哲矢 氏 

     

（２）特別研修会の開催 

①公嘱協会との協賛事業 

登記測量研修会の後援 

②ＣＰＤポイント不足の会員に対して課題研修を実施 

 

（３）支部研修会への支援 

①支部研修会へ助成金支給 

 

 

８．広報部 

（１）対外的事業 

①制度の広報活動 

「土地家屋調査士の日」関連事業 

 新聞広告 （３回に分けて掲載） 

・１回目：週刊ＴＶガイド 平成２９年７月２７日掲載 

・２回目：ＴＶ窓掲載 平成２９年７月２９日掲載 

・３回目：岩手日報朝刊記事下３段 平成２９年７月３０日掲載 

内容 業務の一例による会ＨＰへの案内 

②新聞年賀広告（名刺）の掲載 （岩手日報朝刊 平成３０年１月３日） 



③川徳定期無料相談会（８階、毎月第３水曜日、ＡＭ10～ＰＭ4、午前・午後１名ずつ ） 

  年間相談件数 ７件 

④カレンダーの斡旋と活用 

岩手会作成カレンダーの販売斡旋（平成２９年９月５日） 

会員１６名 合計４２６部の注文あり 

他に、岩手会（法務局等１２部配布及び新人会員へ配布で全２２部注文） 

⑤全国一斉 法務局休日相談所（平成２９年１０月１日）に対応 

各支部より２名ずつ４ケ所に相談員を派遣協力頂いた 

   （盛岡、花巻、沿岸の宮古支局と高田コミュニティ） 

 

（２）対内的事業（会員への情報伝達） 

①会報｢黎明８３号｣の編集、発行 （平成２９年１２月２７日）２８０部 

②「地識くんいわて」Ｈ２９－８号まで作成（会ＨＰに掲載） 

１号 福利厚生事業のお知らせと平成２９年度組織 

２号 日調連第７４回定時総会 

３号 東北ブロック協議会第６２回定時総会 

４号 第４回会長杯親睦船釣り大会 

５号 会館合同避難訓練、会館修繕について 

６号 第１５回会長杯親睦ゴルフ大会 

７号 東北ブロック協議会 役員研修会 

８号 会報表紙用写真コンテスト表彰式 

③会ホームページの運用 

データの更新、整理 

④事業の記録 

定時総会・研修会等のビデオや写真の記録実施 

 

９．社会事業部 

（１）境界問題相談センターいわてとの連携 

 ①新任相談員説明会を開催（平成２９年１１月１１日） 

  内 容 「センターいわて手続きの流れ」 

  講 師  運営委員 川村浩次 

  参加者  会員 ３名 

 

②第１回相談員・調停員養成講座を開催（平成２９年１１月１１日） 

内 容 「活動報告等について」 

報告者  境界問題相談センターいわて センター長 岩山勝英 

講 義 「境界問題コンサルテーション － その基本となるもの －」         

講 師  公立大学法人 岩手県立大学看護学部 伊藤 收 教授 

参加者  会員 １９名 

 



（２）筆界特定制度に関する調査研究 

 ①筆特制度と調査士会ＡＤＲとの連携協議会を開催（平成２９年６月２３日） 

平成２８年度の実績報告と総括、平成２９年度の事業計画について 

  ②法務局からの筆界調査委員の推薦依頼に対応  

 

（３）地図の作成及び整備等に関する情報収集、調査研究 

 ①地図作成に関する打合せの実施（平成２９年６月２３日） 

平成２９・３０年度震災復興型登記所備付地図作成作業について 

 

（４）日本司法支援センター岩手地方事務所（法テラス）との連携推進 

①地方協議会に参加（平成２９年６月２９日） 

 

（５）官公庁への制度広報推進 

①岩手県空家等対策連絡会議に参加（平成３０年３月２８日） 

②一関市と「空家等の適正な管理及び活用の推進に関する協定」を締結 

（平成２９年１２月１日） 

 

（６）公共嘱託登記土地家屋調査士協会との連携 

①調査士会・公嘱協会打合せ会の実施（平成２９年１１月１３日） 

 

 

10．境界問題相談センターいわて 

（１）センター運営業務の強化 

①評議委員会の開催 １回 （平成２９年８月２１日） 

②運営委員会の開催 ４回 

③相談業務の状況 

      相談受付（事務局・運営委員対応）  １７件  

      事前相談（調査士相談員対応）     ５件 

      調査士・弁護士相談員による相談    ３件 

      調査士・弁護士相談員による調停申立  １件（相手方不応諾により終了） 

④調査士相談員等 

調査士相談員 ４７名（調停員兼任１０名） 

弁護士相談員  ３名（調停員兼任 ３名） 

   ⑤新任相談員説明会を開催 １回 （平成２９年１１月１１日） 

⑥相談員・調停員養成講座の開催 １回 （平成２９年１１月１１日） 

 

（２）筆界特定制度等との連携 

   ①筆特制度と調査士会 ADR との連携協議会に参加 （平成２９年６月２３日） 

   ②筆界特定室との合同相談会を開催 （平成２９年１２月２日） 

     相談件数 １１件 



 

（３）規程及び様式の改善と検討 

①規則２８条（事前相談）、３１条（相談）について検討 

 

（４）ポスター・リーフレットの配布等による広報活動 

①合同相談会にてリーフレットの配布 

 

（５）センターと認定調査士等の相互活用についての検討 

①事前相談のセンター外部化による認定調査士活用について検討 

 

 


